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■ プロジェクトの狙い 

   北海道が世界に誇る価値・魅力である食や観光は、更なる創意と工夫で、一層の高

みに押し上げられる潜在力を有している。これら貴重な資源を磨き、しごとを創造し

稼ぐ力を高め、本道経済を力強く輝かせる取組を進める。 

 
■ プロジェクトの枠組み 

   
２ 「磨き高め輝く・北海道価値」プロジェクト 

■プロジェクトの背景 

【本道のチャンス】 

2020（令和２）年からの 10 年間、７空港一括民間委託※などのビッグプロジェクトが切れ

目なく続く北海道は、地域創生の取組を加速させるまたとないチャンスを迎えている。 

特に、第２期北海道創生総合戦略がスタートする 2020 年には、７空港一括民間委託をは

じめ、ウポポイ※（民族共生象徴空間）の開設、東京オリンピック・パラリンピック競技大会

のマラソン・競歩等が実施されることから、この機会を逃さず、北海道がより一層輝きを増

すよう取組を強化する必要がある。 

 

 

【本道の課題】 

 ○人口減少に伴う消費の縮小等による生産や所得の減少 

 ○観光客数は伸びているが、更なる高みを目指すためには、ビッグプロジェクトを契機

に取組を加速化する必要 

白老町ポロト湖畔に開設されるアイヌ文化復興・発展

の拠点「ウポポイ」  

※画像はイメージ 提供：文化庁 

道内７空港一括民間委託により、本道の航空ネット

ワークの充実強化、広域観光の振興を図る。 
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■ 数値目標及び主な KPI 

○数値目標 

 ・道産食品輸出額：774 億円(H30) →  1,500 億円以上(R6) 

・外国人観光客数：312 万人(H30)  → 500 万人以上(R6) 

○主な KPI 

 ・食品工業の付加価値額：6,774 億円(H29) → 7,200 億円(R6) 

 ・農業産出額：11,675 億円／年(H24～H30 のうち、最大値と最小値を除いた平均)  

→ 11,675 億円以上(R6) 

 ・森林づくりに伴い産出され、利用される木材の量：459 万㎥(H29) → 489 万㎥(R6) 

 ・漁業生産額（漁業就業者１当たり）：1,001 万円(H29) → 1,295 万円(R6) 

・観光消費額： 

道内客１人当たり 12,865 円(H27)  → 14,000 円以上(R6) 

道外客１人当たり 73,132 円(H27)  → 76,000 円以上(R6) 

外国人１人当たり 178,102 円(H27)  → 200,000 円以上(R6) 

 ・加工組立型工業の製造品出荷額等：8,710 億円(H29) → 10,709 億円(R6) 

 ・宇宙航空分野における研究・実験の道内への新たな誘致：0 件(H30) → 5 件(R6) 

 ・道の施策により創出する海外からの投資件数：３件(H30) → ５件／年(R2～R6 累計) 

 ・企業立地件数：99 件／年度(H26～H30 平均) → 515 件(R2～R6 累計) 
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■ プロジェクトの狙い 

    北海道創生は息の長い取組であり、当面の取組はもちろんのこと、中長期的にこ

れを支える人材の育成が重要である。未来の北海道を創造する広い視野と挑戦への

意欲・熱意を備える人づくり、人生 100 年時代を見据え、あらゆる立場・世代の人

づくりを進める。 

■ プロジェクトの枠組み 

３ 「未来をけん引・北海道人」プロジェクト 

■ プロジェクトの背景 

【本道の課題】 

 ○人口減少・少子高齢化を背景に 

した人手不足。 

 ○生産年齢人口の減少が顕著 

○若年層の道外流出が著しく、 

地域を担う人材の育成が急務。 

○外国人材の受入に当たり、各地 

  域における受入環境の整備や定 

  着に向けた地元住民などとの交 

  流拡大を図ることが重要。 

○道は、昨今の子どもたちや教育現場を取り巻く環境・情勢の変化、新たな行政ニーズ

にスピード感をもって的確に対応するため、「北海道総合教育大綱」を改定。 
 

【本道のチャンス】 

 ○三笠高校の「高校生レストラン」、上士幌高校、夕張高校、栗山高校など地域と連携した

教育活動の実践、白老東高校、津別高校や羅臼高校など地域の課題解決に向けた実践研

究（高等学校 OPEN プロジェクト）など、学校教育段階で学校・地域・生徒等が一体と

なって取り組む地域創生の「芽」が育っている。 

393万人

319万人
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北海道の総人口・生産年齢人口の推移

総人口 15～64歳

〔万人〕 

総務省「国勢調査」 
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  ■数値目標及び主な KPI 

○数値目標 

・就 業 率：55.9%(H30)  → 各年において前年より上昇(R2～R6) 

 ・2023（令和５）年に本道からの転出と本道への転入を均衡させる(R5) 

○主な KPI 

 ・「地域や社会で起こっている問題に関心があるか」に対し、「当てはまる」「どちらかと言

えば当てはまる」と回答した割合： 

   小学校６年生 60.7%(H29) → 100%(R4) 

   中学校３年生 57.5%(H29) →  100%(R4) 

 ・生涯学習の成果を活用している住民の割合：58.3%(H30) → 72.5%(R4) 

 ・育児休業取得率（男性）： 3.0%(H26～H30 平均) → 12.0%(R6) 

 ・育児休業取得率（女性）：84.9%(H26～H30 平均)   → 90.0%(R6) 

 ・外国人居住者数：36,899 人(H30) → 51,000 人以上(R7) 

 ・若者(25～29 歳)の就業率：82.8%(H30) → 85.9%(R6) 

 ・女性(25～34 歳)の就業率：74.5%(H30)[全国平均値 77.6%] → 全国平均値(R6) 
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■ プロジェクトの狙い 

  道内を何度も訪れる多くの観光客、盛況を博す北海道物産展、ふるさと納税を通じ

た多くのご支援など、北海道への関心・愛着・想いは、急速に人口減少が進む本道に

おいて、大きな力となっている。こうした北海道への想いをしっかりと受け止め、暮

らし・経済・人づくりの効果を高める力となるよう、北海道らしい関係人口の創出・

拡大に向けた取組を進める。  
■ プロジェクトの枠組み 

 

４ 「北海道らしい関係人口の創出・拡大」プロジェクト 

■ プロジェクトの背景 
【関係人口の必要性】 

 ○国は、第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」において、地域に住む人々だけでな

く、地域に必ずしも居住していない地域外の人々に対しても、地域の担い手としての活

躍を促すこと、すなわち地方創生の当事者の最大化を図ることは、地域の活力を維持・

発展させるために必要不可欠である。このため、その地域や地域の人々に多様な形で関

わる「関係人口」を地域の力にしていくことを目指す、としている。 
 
【ほっかいどう応援団会議※】 

 ○民間が有する力や北海道を愛する方々の想いを結集するためのネットワークとして、 

  2019（令和元）年９月に立ち上げ。 

 

 

 

 

 

 

 

【高い北海道の魅力】 

○都道府県魅力度ランキングで 11 年連続１位（地域ブランド調査 ㈱ブランド総合研究

所）など、北海道の魅力は大きな可能性を持っている。 

○本道には、四季折々の豊かな自然環境、安全・安心でおいしい高品質な食、本道独自の

歴史・文化など、世界に誇る魅力、人々を惹き付けて止まない環境が整っている。 
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■北海道らしい関係人口※ 
 【考え方】 

  北海道では、「北海道を巣立った方はもとより、北海道との関わりを楽しむ道外の北海道フ

ァン、移住・定住には至らずとも地域や地域の人々と多様に関わり、地域づくりの担い手と

なりうる方」までを幅広に捉えて、北海道との継続的な関わり・つながりの構築を図る。 

【４つのアプローチ】 

 ・北海道を応援する多くの方々とのつながりを見込んだ幅広い定義、関係の深さに応じて 

「①きっかけ・入り口」「②興味・関心」「③愛着・活動」の３層に区分 

 ・北海道が優位性を持つ「豊かな自然環境」・「安全・安心な食」・「独自の歴史・文化」などを

最大限活用して関心向上、関係深化 

・道外で暮らす方々がふるさと北海道に想いを馳せられるよう継続的なつながりを構築 

 ・道内版関係人口として札幌市民をターゲットに道内市町村関係人口を創出 
 
■北海道らしい関係人口創出・拡大の測定に資する指標群    ①きっかけ 

入り口 

・北海道庁公式 SNS 登録者数（YouTube「Hokkaido」チャンネル、北海道知事フェイスブッ

ク、北海道庁公式 Twitter） 

・ほっかいどう応援団会議※のウェブサイトアクセス件数 

・関係創出・拡大のための首都圏等での交流イベント参加者数 

・道内版関係人口創出のためのカフェイベント参加者数 

・移住・定住情報を発信するサイトアクセス件数 

②興味 

関心 

・北海道に興味・関心のある首都圏等の若者等のＳＮＳ参加者数 

（北海道とつながるカフェ参加者等が登録する SNS） 

・ふるさと北海道応援寄附金に係る寄附リピート総数 

・応援団会議参加企業・団体数 

・観光消費額（道外客、外国人） 

・どさんこプラザ来店客数（有楽町店）   

・移住相談件数 

③愛着 

活動 

・地域おこし協力隊員数 

・関係人口をつなぐ仕組

みを通じたﾏｯﾁﾝｸﾞ件数 

・ワーケーション※参加市町村数 

・応援団会議を通じて実現した

官民連携による取組数 

・地域おこし協力隊員数 

・ＵＩＪターン新規就業支援事業

など、道の施策により道内企業

に就業した人数 

・ちょっと暮らし件数 

・関係人口をつなぐ仕組みを

通じたﾏｯﾁﾝｸﾞ件数 

 ⇩ ⇩ ⇩ 
 Ⅰ「心豊かに・北海道暮らし」

プロジェクト 

Ⅱ「磨き高め輝く・北海道価値」

プロジェクト 

Ⅲ「未来をけん引・北海道人」

プロジェクト 
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■ プロジェクトの狙い 

   近年目覚ましい発展を遂げている情報通信技術等の未来技術は、人口減少を含め課

題の先進地であり、広域分散型の地域構造である北海道においてこそ、ピンチをチャ

ンスに変える力を持っている。北海道創生の次のステージに向け、Society5.0※を見据え

た取組を進める。         
 
 
 
■ プロジェクトの枠組み  
５ 「北海道 Society 5.0」プロジェクト 

■ プロジェクトの背景 

【本道を巡る経済・社会情勢の変化】 

                     
 

 

 

 

 
 

【本道特有の地域構造】 

 ○広域分散型の地域構造から、移動や輸送などの場所的、地理的な制約やコストの増大。 

情報通信 1,581 

製造業 899 

建設業 510 

農林水産業 407 

全道平均 695 

全国平均  802 

 

○労働力人口の減少、人手不足の深刻化に伴い、生産性 

の向上が求められている。 

○胆振東部地震をはじめ、自然災害が頻発、激甚化の傾向。 

○概ね 10 年後を想定し、「ICT を活用した、明るく、 

元気で、楽しい北海道の未来社会」の姿を示す 

「北海道 Society5.0 構想」の策定が進められている。 

＜経済活動別道内労働生産性（単位：万円）＞ 

(平成 27 年度道民経済計算より作成） 

※「Society5.0」（未来技術活用社会） 

狩猟社会(Society1.0)、農耕社会

(Society2.0）、工業社会(Society3.0)、 

情報社会(Society4.0)に続く、新たな社

会を指すもので、第５期科学技術基本

計画において我が国が目指すべき未来

社会の姿として初めて提唱 

（内閣府ホームページ抜粋） 
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   ■北海道 Society5.0の施策効果を測定するための指標群 

・ 中核となる３つのプロジェクト別に、それぞれの効果を高めるための象徴的な指標によ

り、北海道 Society5.0 の施策の進捗及び効果を測定していく。 

 

オープンデータ※に取り組む市町村数 

「５G」の展開を促進する（定性評価指標） 

高校普通教室の無線 LAN

整備率 

介護ロボット導入事業者数 

地域連携特例高校・離島の

高校が存在する市町村にお

ける地元管内進学率 

農業用トラクターの GPS ガ

イダンスシステム導入数 

自動運転実証試験件数 

一括民間委託７空港におけ

る MaaS※連携体制の構築 

市街地対策として ICT 技術

等を活用した地域における

ヒグマの出没件数の減少 

職業学科（農業科、工業科）

を設置する道立高等学校に

おいて、生徒が学んだ専門

的な知識や技術も踏まえて

進路（進学、就職）を選択し

た者の割合 

授業に ICT を活用して指導

する能力があると回答した

教員の割合 

⇩ ⇩ ⇩ 

①「心豊かに・北海道暮らし」

プロジェクト 

②「磨き高め輝く・北海道価値」

プロジェクト 

③「未来をけん引・北海道人」

プロジェクト 

 


